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リスクの整理について（試案） 
 
都市において、人々が生活し、様々な都市活動が行われているが、様々なリ

スクが存在する。 
リスクには、直接的な被害として、人的被害、物的被害があり、その原因と

して、自然災害、社会的要因、環境が挙げられる。また、都市活動を支える機

能を有する施設の物的被害は、経済活動の停滞、生産の停止等の間接的な被害

へと波及すると考えられる。 
 都市におけるリスク（被害）は、原因となる外力（ハザード）と社会の弱さ

（脆弱性）との関係で「被害＝ハザード×脆弱性」と表現することができ、安

全で安心して暮らせるまちづくりの実現のためには、都市の持つ災害等に対す

る脆弱性を減少させることが必要である。 

（資料）「平成１７年度防災白書」（内閣府） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【被害】 
○人的被害（生命、身体、精神）

○物的被害 
・建物(住宅､事務所､工場､学

校･病院等の公的施設等) 
・交通施設（道路、鉄道、港湾、

空港等） 
・供給処理施設（電気、ガス、

上水道、下水道） 
・情報通信施設 
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【脆弱性】 
○都市構造 
・密集市街地の存在 
・ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの不足 
・氾濫原の市街化 等 
○施設構造 
・耐震性の不足 
・地下利用の増加 等 
○社会システム 
・地域力の低下 等 

【ハザード】 
○自然災害 
・地震 
・水害 
・津波、高潮 
・土砂災害 
・雪害 
・火山 
○社会的要因 
・犯罪 
・交通事故 等 
○環境 
・大気汚染 
・水環境 等 

都市の持つ脆弱性を減少させることが必要
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都市活動を支える機能への影響

経済活動の停滞 
生産の停止 等 

 



 
 一方、防災のサイクルは、 
  ①予防・減災（事前の防災施設の整備、耐震化など） 
  ②事前準備（防災訓練の実施、ハザードマップの提供など） 
  ③災害応急対応（災害直後の救急、救援など） 
  ④復旧・復興 
の４つの段階から構成され、都市の脆弱性を減少させるためには、これらの防

災のサイクルの各段階において、適切な対処を行うことが重要である。 

（資料）「平成１７年度防災白書」（内閣府）  
 
 今回の安全で安心して暮らせるまちづくりの推進方策の検討においては、都

市(周辺の農地・自然等を含む)をどのように形成し、つくり変え、使っていく

かという観点から、上記のサイクルに関する考え方を踏まえつつ、各種ハザー

ドに対する都市の脆弱性を減少させる方策について検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

－２－ 


